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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

  

回次 
第61期 

第２四半期 
累計期間 

第62期 
第２四半期 
累計期間 

第61期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (千円) 8,771,535 9,048,354 18,997,230 

経常利益 (千円) 250,996 359,973 819,079 

四半期(当期)純利益 (千円) 139,303 209,144 415,724 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 970,400 970,400 970,400 

発行済株式総数 (株) 6,278,400 6,278,400 6,278,400 

純資産額 (千円) 6,352,848 6,896,670 6,694,514 

総資産額 (千円) 9,657,976 10,153,663 10,093,158 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 22.82 34.27 68.12 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 25.00 

自己資本比率 (％) 65.8 67.9 66.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △399,463 720,678 △14,523 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △385,443 4,223 108,937 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 242,686 △155,448 △158,325 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 2,571,266 3,619,029 3,049,575 
 

回次 
第61期 

第２四半期 
会計期間 

第62期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 
自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日

自  平成26年７月１日 
至  平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 32.70 29.03 
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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は持分法適用の関係会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりま

せん。 

４ 「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

５ 第61期第２四半期累計期間の純資産額には、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式が「自己株式」として計上

されております。一方、１株当たり四半期純利益金額、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、上記の当社株式を自己株式とみなしておりません。 

  

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期累計期間において、当社、国内非連結子会社（１社）及び海外非連結子会社(１社)が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動も徐々に緩和してきている

ものの、企業収益は改善に足踏みがみられます。 

当社が属する情報サービス産業におきましては、国内景気の緩やかな回復基調に伴い、企業のＩＴ投資は徐々に

改善へと進み、堅調に推移しております。 

このような環境のなかで、当社は、平成25年４月から平成28年３月における中期経営計画『For the NEXT 

STAGE』のもと、「お客様から最も信頼されるパートナー企業の実現」を目指し、お客様の繁栄への寄与に努めてお

ります。また、お客様の経営課題に一緒に取り組むパートナー型ビジネス及びサービス提供型のソリューション型

ビジネスの提案力強化を重点施策として取組んでおります。 

その結果、当第２四半期累計期間の業績は、金融分野におけるシステム開発案件が好調に推移したことなどによ

り、売上高は9,048百万円（前年同期比 3.2％増）となりました。利益面については、平成25年６月に実施した本社

移転による販売費及び一般管理費の負担が減少したことにより、営業利益は347百万円（前年同期比 41.6％増）、

経常利益は359百万円（前年同期比 43.4％増）、四半期純利益は209百万円（前年同期比 50.1％増）となりまし

た。 
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(2) 経営成績の分析  

① 売上高 

当第２四半期累計期間の売上高は前年同期に比べて 276百万円増加し、9,048百万円(前年同期比 3.2％増)と

なりました。 

 売上高の業種分野別の内訳は次のとおりであります。 

金融分野は、銀行関連向けの大型システム開発案件が寄与したことなどにより、前年同期比 9.9％増収の 

6,232百万円となりました。 

法人分野は、電気機器関連向けのシステム開発案件が減少したことなどにより、前年同期比 15.1％減収の 

1,923百万円となりました。 

公共・公益分野は、公益団体関連向けのシステム開発案件が堅調に推移したことなどにより、前年同期比 

7.1％増収の 893百万円となりました。 

(単位：百万円) 

  

② 売上原価及び販売費及び一般管理費 

売上原価は、前年同期と比べて248百万円増加し、7,612百万円（前年同期比 3.4％増）となりました。これ

は、売上高の増加に伴い売上原価が増加したことによるものであります。なお、売上高に対する比率(売上原価

率)は、84.1％と前年同期と同等となりました。 

販売費及び一般管理費は、前年同期と比べて73百万円減少し、1,088百万円（前年同期比 6.3％減）となりま

した。これは、前期に実施した本社移転に伴う費用の減少などによるものであります。 

③ 営業利益 

上記の結果、営業利益は、前年同期と比べて101百万円増加し、347百万円(前年同期比 41.6％増)となりまし

た。 

④ 営業外損益 

営業外損益は、前年同期と比べて７百万円増加し、12百万円の利益（前年同期比 119.0％増）となりまし

た。これは、前期、営業外費用として長期金銭債権に対する引当金を計上したことによるものであります。 

⑤ 経常利益、税引前四半期純利益 

上記の結果、経常利益及び税引前四半期純利益は、前年同期と比べて108百万円増加し、359百万円(前年同期

比43.4％増)となりました。 

⑥ 法人税等 

税引前四半期純利益に対する法人税等の負担率は 41.9％となりました。 

⑦ 四半期純利益 

上記の結果、四半期純利益は、前年同期と比べて69百万円増加し、209百万円(前年同期比 50.1％増)となり

ました。また、１株当たり四半期純利益は、前年同期と比べて11.45円増加し、34.27円となりました。 

  

 

業種分野／期 
前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間 前年同期比

増減率 金額 構成比 金額 構成比 

金 融 5,674 64.7％ 6,232 68.9％ +9.9％ 

法 人 2,264 25.8％ 1,923 21.2％ △15.1％ 

公共・公益 833 9.5％ 893 9.9％ +7.1％ 

合 計 8,771 100.0％ 9,048 100.0％ +3.2％ 
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(3) 財政状態の分析 

① 流動資産 

当第２四半期会計期間末の流動資産は8,230百万円となり、前事業年度末と比べて82百万円の減少となりまし

た。主な要因は次のとおりです。 

 ※１ 「（5）キャッシュ・フローの状況」の項目をご参照下さい。 

 ※２ 売掛金に係る当第２四半期の売上高が前第４四半期の売上高と比べ増加したことによるものであり

ます。 

 ※３ 仕掛品の期越え案件の増加によるものであります。 

② 固定資産 

当第２四半期会計期間末の固定資産は1,923百万円となり、前事業年度末と比べて143百万円の増加となりま

した。主な要因は次のとおりです。 

 ※１ 減価償却により減少したことによるものであります。 

 ※２ 保有株式の時価上昇によるものであります。 

③ 流動負債 

当第２四半期会計期間末の流動負債は2,981百万円となり、前事業年度末と比べて152百万円の減少となりま

した。主な要因は次のとおりです。 

 ※１ 賞与支給見込み額が増加したことによるものであります。 

 ※２ 前事業年度に係る法人税、住民税及び事業税を納付したことによるものであります。 

 ※３ 前事業年度末と比べ受注契約に係る将来の損失見込み額が減少したことによるものであります。 

④ 純資産 

当第２四半期会計期間末の純資産は6,896百万円となり、前事業年度末と比べて202百万円の増加となりまし

た。主な要因は次のとおりです。 

 ※１ 当第２四半期会計期間末の利益剰余金の増加は、繰越利益剰余金の増加であり、その内容につきま

しては「（2）経営成績の分析」をご参照下さい。 

 ※２ 保有株式の時価上昇によるものであります。 

 

  前事業年度末 
当第２四半期 
会計期間末 

増減 要因 

現金及び預金 3,049百万円 3,619百万円 569百万円 ※１ 

受取手形及び売掛金 4,109百万円 3,128百万円 △981百万円 ※２ 

仕掛品 546百万円 872百万円 326百万円 ※３ 
 

  前事業年度末 
当第２四半期 
会計期間末 

増減 要因 

有形固定資産 215百万円 192百万円 △22百万円 ※１ 

無形固定資産 197百万円 181百万円 △16百万円 ※１ 

投資有価証券 788百万円 1,014百万円 226百万円 ※２ 
 

  前事業年度末 
当第２四半期 
会計期間末 

増減 要因 

未払費用 1,189百万円 1,235百万円 46百万円 ※１ 

未払法人税等 278百万円 167百万円 △111百万円 ※２ 

受注損失引当金 163百万円 67百万円 △96百万円 ※３ 
 

  前事業年度末 
当第２四半期 
会計期間末 

増減 要因 

利益剰余金 4,943百万円 4,999百万円 56百万円 ※１ 

その他有価証券評価差
額金 

107百万円 253百万円 145百万円 ※２ 
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(4) 生産、受注及び販売の実績 

当社は、開発から運用・管理までの一貫したシステム開発サービス及びシステム製品の販売等を一体とするシス

テム開発事業を営んでおり、当社におけるセグメントは、「システム開発」のみの単一セグメントであります。 

なお、当社においては、開発システム等の納期が、得意先の期末（多くは３月）に集中する傾向が顕著でありま

す。このため、売上高等は第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。 

① 生産実績 

当第２四半期累計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 受注実績 

当第２四半期累計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、販売価格で記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③ 販売実績 

当第２四半期累計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％) 

システム開発 7,612,645 +3.4 

合計 7,612,645 +3.4 
 

セグメントの名称 受注高(千円) 
前年同四半期比

(％) 
受注残高(千円) 

前年同四半期比
(％) 

システム開発 9,426,774 +8.2 5,314,613 △1.7 

合計 9,426,774 +8.2 5,314,613 △1.7 
 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％) 

システム開発 9,048,354 +3.2 

合計 9,048,354 +3.2 
 

相手先 

前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 1,367,421 15.6 1,617,929 17.9 

富士通㈱ 1,269,054 14.5 1,039,053 11.5 
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(5) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ 569百万円増加し、3,619百

万円（前年同期は 2,571百万円）となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

たな卸資産の増加326百万円、法人税等の支払い262百万円などがありましたが、税引前四半期純利益 359百

万円、売上債権の減少981百万円などがあり、営業活動によるキャッシュ・フローは720百万円（前年同期は 

△399百万円）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

無形固定資産の取得による支出８百万円などがありましたが、利息及び配当金の受取額11百万円などがあ

り、投資活動によるキャッシュ・フローは ４百万円（前年同期は△385百万円）となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

配当金の支払い 152百万円などがあり、財務活動によるキャッシュ・フローは △155百万円（前年同期は 

242百万円）となりました。 

  

(6) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

(7) 研究開発活動 

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は22百万円(前年同期は16百万円)であります。 

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 6,278,400 6,278,400 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株 
であります。 

計 6,278,400 6,278,400 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年９月30日 ― 6,278,400 ― 970,400 ― 242,600 
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

(注)  当社は自己株式 175,589株(2.79％)を所有しておりますが、上記の株主からは除いております。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

有限会社野崎事務所 東京都杉並区永福２丁目９―17 766 12.20 

ＴＤＣ社員持株会 東京都渋谷区代々木３丁目22―７ 527 8.39 

藤 井 吉 文 千葉県船橋市 265 4.23 

野 崎 聡 東京都杉並区 251 4.00 

株式会社インフォメーション・
ディベロプメント 

東京都千代田区二番町７―５二番町平和ビル 250 3.98 

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ 
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区大手町１―５―５ 
(東京都中央区晴海１丁目８―12 晴海 
アイランドトリトンスクエアオフィスタワー
Ｚ棟) 

192 3.05 

野 崎 哲 東京都世田谷区 142 2.26 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８―11 103 1.64 

アジア航測株式会社 
東京都新宿区西新宿６丁目14―１新宿グリー
ンタワービル 

100 1.59 

株式会社クロスキャット 東京都品川区東品川１丁目２―５ 88 1.40 

計 ― 2,685 42.74 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 400株含まれており、

当該株式に係る議決権 ４個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 89株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  175,500

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,079,200 60,788 ― 

単元未満株式 普通株式   23,700 ― 一単元（100株）未満株式 

発行済株式総数 6,278,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 60,788 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
ＴＤＣソフトウェアエン
ジニアリング株式会社 

東京都渋谷区代々木 
三丁目22番７号 

175,500 ― 175,500 2.8 

計 ― 175,500 ― 175,500 2.8 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  ①資産基準             2.6％ 

  ②売上高基準            2.3％ 

  ③利益基準            △1.1％ 

  ④利益剰余金基準          0.3％ 

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 3,049,575 3,619,029 

    受取手形及び売掛金 4,109,999 3,128,746 

    仕掛品 546,913 872,983 

    繰延税金資産 501,955 501,955 

    その他 105,081 107,788 

    貸倒引当金 △64 ― 

    流動資産合計 8,313,460 8,230,502 

  固定資産     

    有形固定資産 215,421 192,957 

    無形固定資産 197,919 181,537 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 788,610 1,014,777 

      関係会社株式 37,280 37,280 

      関係会社出資金 77,000 77,000 

      繰延税金資産 43,103 ― 

      差入保証金 392,619 392,619 

      その他 38,599 37,740 

      貸倒引当金 △10,855 △10,752 

      投資その他の資産合計 1,366,357 1,548,664 

    固定資産合計 1,779,698 1,923,160 

  資産合計 10,093,158 10,153,663 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 789,623 690,606 

    短期借入金 401,000 401,000 

    未払金 145,262 138,540 

    未払費用 1,189,367 1,235,704 

    未払法人税等 278,787 167,528 

    役員賞与引当金 32,900 28,000 

    受注損失引当金 163,865 67,243 

    その他 133,147 252,873 

    流動負債合計 3,133,952 2,981,495 

  固定負債     

    長期未払金 30,100 30,100 

    長期未払費用 180,997 155,141 

    リース債務 4,706 3,660 

    資産除去債務 48,888 49,212 

    繰延税金負債 ― 37,384 

    固定負債合計 264,692 275,498 

  負債合計 3,398,644 3,256,993 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 970,400 970,400 

    資本剰余金 820,450 820,450 

    利益剰余金 4,943,243 4,999,816 

    自己株式 △147,365 △147,418 

    株主資本合計 6,586,728 6,643,248 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 107,786 253,421 

    評価・換算差額等合計 107,786 253,421 

  純資産合計 6,694,514 6,896,670 

負債純資産合計 10,093,158 10,153,663 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 ※1  8,771,535 ※1  9,048,354 

売上原価 7,364,487 7,612,645 

売上総利益 1,407,048 1,435,708 

販売費及び一般管理費 ※2  1,161,934 ※2  1,088,619 

営業利益 245,113 347,089 

営業外収益     

  受取利息 309 229 

  受取配当金 10,278 11,188 

  助成金収入 6,235 ― 

  その他 3,167 3,501 

  営業外収益合計 19,991 14,918 

営業外費用     

  支払利息 3,355 1,833 

  貸倒引当金繰入額 10,752 ― 

  その他 ― 201 

  営業外費用合計 14,107 2,034 

経常利益 250,996 359,973 

税引前四半期純利益 250,996 359,973 

法人税等 111,693 150,829 

四半期純利益 139,303 209,144 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 250,996 359,973 

  減価償却費 50,651 46,988 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,200 △4,900 

  受注損失引当金の増減額（△は減少） △34,173 △96,622 

  受取利息及び受取配当金 △10,587 △11,417 

  支払利息 3,355 1,833 

  売上債権の増減額（△は増加） 35,350 981,253 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △316,620 △326,069 

  仕入債務の増減額（△は減少） △31,552 △99,016 

  未払金の増減額（△は減少） △43,889 △6,721 

  未払費用の増減額（△は減少） △30,592 20,479 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △37,113 112,461 

  その他 45,809 5,287 

  小計 △127,564 983,529 

  法人税等の支払額 △271,898 △262,851 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △399,463 720,678 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △176,039 △127 

  無形固定資産の取得による支出 △27,629 △8,137 

  投資有価証券の取得による支出 △48 △44 

  従業員に対する貸付けによる支出 △2,950 △2,250 

  従業員に対する貸付金の回収による収入 2,412 3,365 

  利息及び配当金の受取額 10,588 11,417 

  差入保証金の差入による支出 △191,776 ― 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △385,443 4,223 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 354,108 ― 

  自己株式の取得による支出 △64 △52 

  自己株式の売却による収入 45,666 ― 

  利息の支払額 △3,400 △1,777 

  配当金の支払額 △152,577 △152,571 

  リース債務の返済による支出 △1,045 △1,045 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 242,686 △155,448 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △542,220 569,454 

現金及び現金同等物の期首残高 3,113,486 3,049,575 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,571,266 ※  3,619,029 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

(四半期損益計算書関係) 

※１ 売上高の季節的変動 

前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日  至 平成25年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自 平成26

年４月１日  至 平成26年９月30日) 

当社は、官公庁や企業のシステム開発を主たる業務としており、得意先の期末（多くは３月）に納期が集中す

る傾向が顕著であります。このため、売上高は第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日  至 平成26年９月30日) 

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて法人税等を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。 
 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

役員報酬 103,020千円 106,470千円 

役員賞与引当金繰入額 23,500千円 28,000千円 

給与及び手当 299,496千円 299,341千円 

賞 与 115,893千円 117,135千円 

福利厚生費 82,567千円 86,034千円 

賃借料 163,859千円 78,937千円 

支払手数料 86,603千円 54,294千円 
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

  

(株主資本等関係) 

 前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日) 

  

 １ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期

会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

  

 当第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

  

 １ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期

会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

  

 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

現金及び預金勘定 2,571,266千円 3,619,029千円 

現金及び現金同等物 2,571,266千円 3,619,029千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 152,577 25 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 152,571 25 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

当社は、「システム開発」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

当第２四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

当社は、「システム開発」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前第２四半期累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 22円82銭 34円27銭 

（算定上の基礎）     

四半期純利益(千円) 139,303 209,144 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 139,303 209,144 

普通株式の期中平均株式数(株) 6,103,064 6,102,854 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成26年11月４日

ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＤＣソフトウ

ェアエンジニアリング株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第62期事業年度の第２四半期会計期間

(平成26年７月１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記

について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成26年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 

有限責任監査法人 トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    安 藤  武      印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    中 島 達 弥     印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年11月５日 

【会社名】 ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社 

【英訳名】 TDC SOFTWARE ENGINEERING Inc.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 谷 上 俊 二  

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 岩 田  伸  

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長谷上俊二及び取締役管理本部長岩田伸は、当社の第62期第２四半期（自  平成26年７月１日  

至  平成26年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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